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2025年４月 11日 

各 位 

会 社 名 株式会社ビューティカダンホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 舛田 正一 

 （コード：3041 東証スタンダード） 

問合せ先 専務取締役経営管理本部長 三島 まりこ 

 （TEL．096－370－0004） 

 

 

株式会社南産業の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2025年４月 11日開催の取締役会において、2025年５月 30日付で、株式会社南産業（本社：熊本

県八代市、代表取締役社長 皆吉一治、以下、南産業）の全株式を取得し子会社化することを決議いたしまし

たので、お知らせいたします。 

なお、本件は適時開示基準には該当しませんが、有用な情報と判断し任意開示を行うものであります。 

 

記 

 

１．本株式取得の目的及び背景 

 当社グループは2024年１月１日をもって持株会社体制へ移行、同年７月には中期経営計画（2025年６月期～

2027年６月期）を新たに策定し、「新体制によるグループ収益力強化と、サステナビリティ経営の推進によ

り、企業価値向上・株価上昇へつなげる」ことを基本方針として、「経営基盤の強化」、「各事業の売上拡大

（グループ収益力の強化）」、「サステナビリティ経営の推進と企業価値向上」等の各施策を鋭意実行しており

ます。 

 このうち、「経営基盤の強化」におきましては、「新体制（ホールディングス）機能の強化・Ｍ＆Ａによるグ

ループ成長加速」を掲げ、水平型Ｍ＆Ａを優先し、垂直型Ｍ＆Ａ（異業種）についてはエリアや事業規模シナ

ジーを勘案し厳選して実行することとしております。 

 このような中で、今般子会社化した南産業は、1986年の創業以来液肥の製造販売を行っており、長年の事業

経営による多種多様な製造ノウハウ（22種の肥料登録）、顧客への対面販売によるニーズ把握力・情報収集力

を有し、当社グループが手掛ける農業部門とのクロスセルによるマーケットの拡大・売上増、同部門の更なる

水平展開へもつながることが見込まれます。 

 本株式取得により、農業部門における既存生産地での安定した生産と量の増大、グループ内需要増へ対応、

人材確保・教育へつなげてまいりたいと考えております。 

 

２．異動する子会社の概要 

（1）名 称 株式会社南産業 

（2）本 社 所 在 地 熊本県八代市日奈久山下町3955-2 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 皆吉一治 

（4）事 業 内 容 肥料製造販売 

（5）資 本 金 10百万円 

（6）設 立 年 月 日 1989年5月12日 

（7）大株主及び持株比率 皆吉一治 100％ 

（8）上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 
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(9)当該会社の最近３年間の財政状態及び経営成績 

決 算 期 2022年４月期 2023年４月期 2024年４月期 

純 資 産 47百万円 51百万円 56百万円 

総 資 産 71百万円 74百万円 70百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 470,482円41銭 519,688円61銭 568,762円96銭 

売 上 高 97百万円 100百万円 100百万円 

営 業 利 益 3百万円 6百万円 8百万円 

経 常 利 益 3百万円 6百万円 6百万円 

当 期 純 利 益 2百万円 4百万円 4百万円 

１株当たり当期純利益 29,494円51銭 49,206円20銭 49,074円35銭 

１ 株 当 た り 配 当 金 0円0銭 0円0銭 0円0銭 

 

３．株式取得の相手先 

(1)名 称 皆吉一治 

(2)住 所 熊本県八代市 

(3)上場会社と当該個人 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

(1)異動前の所有株式数 －株  

（議決権の数：0 個）  

（議決権所有割合：0.0％） 

(2)取得株式数 100 株  

（議決権の数：100 個） 

(3)取得価額 208,000円／株 

(4)異動後の所有株式数 100 株  

（議決権の数：100 個）  

（議決権所有割合：100.0％） 

 

５．日程 

(1)取締役会決議日 2025年４月11日 

(2)契約締結日 2025年４月11日 

(3)株式譲渡実行日 2025年５月30日 

 

６．今後の見通し 

 本件が連結業績に与える影響につきましては軽微であります。 

以 上 


